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１．公営住宅等長寿命化計画の策定にあたって
（１）公営住宅等の長寿命化の必要性
平成18年6月、本格的な少子高齢社会、人口・世帯減少社会の到来を目前に控え、現在および将来における国民の豊かな住生活を実現するため、住生活基本法が制定されました。
この住生活基本法の制定により、住宅セーフティネットの確保を図りつつ、健全な住宅市場を整備するとともに、国民の住生活の「質」の向上を図る政策への本格的な転換を図る道すじが示されました。
国民の居住ニーズの多様化・高度化、人口・世帯減少社会の到来、環境制約の一層の高まりなど様々な課題を抱える21世紀の我が国において、住生活基本法に掲げられた基本理念にのっとり、国民が真に豊かさを実感できる社会を実現するためには、住宅単体のみならず居住環境を含む住生活全般の「質」の向上を図るとともに、フローの住宅建設を重視した政策から良質なストックを将来世代へ継承していくことを主眼とした政策へ大きく舵を切っていくことが不可欠であります。
また、住宅ストックに限らず社会資本ストック全般に対するストック重視の方針として、財政制度等審議会「平成20年度予算の編成等に関する建議」（平成19年11月）においても、「社会資本ストックの長寿命化を図り、ライフサイクルコストの縮減につなげていくため、点検の強化および早期の管理・修繕により更新コストの削減を目指す長寿命化計画の策定とこれに基づく予防保全的管理をあらゆる事業分野において進めていくべきである。」と建議されています。
このようなストック重視の社会的背景のもと、公営住宅分野については、厳しい財政状況下において、更新期を迎えつつある老朽化した大量の公営住宅ストックの効率的かつ円滑な更新を行い、公営住宅の需要に的確に対応することが地方公共団体の課題となっており、公営住宅ストックの効率的かつ円滑な更新を実現するうえで、公営住宅ストックの長寿命化を図り、ライフサイクルコストの縮減につなげていくことが重要となっています。
さらに、平成20年度に実施した財務省予算執行調査（以下「予算執行調査」という。）によれば、築後30年以上の公営住宅ストックが大量に存在する一方で、都道府県での老朽化したストックに関する長寿命化の視点を含めた効率的な更新計画等の策定が不十分とされており、今後の改善点として、住棟毎の整備・管理台帳等データベースの整備、長寿命化計画の策定が必要とされています。
これらを踏まえ、公営住宅等においても、点検の強化および早期の管理・修繕により更新コストの削減を目指すため、公営住宅等長寿命化計画の策定およびこれに基づく予防保全管理、長寿命化に資する改善を推進していくこととします。
（２）公営住宅等長寿命化計画の位置づけ
公営住宅等整備事業、公営住宅等ストック総合改善事業に係る社会資本整備総合交付金の交付等にあたっては、原則として公営住宅等長寿命化計画に基づいて行うことを要件としており、当該事業に対する助成の前提となる計画であります。
２．町営住宅ストックの状況

（１）町営住宅の現状

①管理戸数
町営住宅として公営住宅と特定公共賃貸住宅との2種類の住宅があります。
このうち公営住宅は18団地、311戸、特定公共賃貸住宅は7団地、48戸です。
全体の入居率は公営住宅が81.0％、特定公共賃貸住宅が87.5％となっています。
団地の規模では、管理戸数が20戸以上の団地は7団地（26.9％）あり、最も多い団地で緑ヶ丘住宅の54戸です。
表-町営住宅の現状
[image: image1.emf]団地別・建年別・構造別・管理戸数

【公営住宅】

団　地　名建設年度構　　造棟数戸数

入居戸数空家戸数

①上南方住宅 S31木造平屋建 331233.3%

②緑ヶ丘住宅 S60～62中層耐火構造3階建 45452296.3%

③和田南住宅 S32木造平屋建 996366.7%

④粕川住宅 S32木造平屋建 12124833.3%

⑤松原住宅 S36・38木造平屋建 14147750.0%

⑦栄町住宅 S39木造平屋建 13136746.2%

⑧脛永住宅 S41・42木造平屋建 10106460.0%

⑨清水住宅 S41・44木造平屋建 222219386.4%

⑩北方奥郷住宅 H18耐火建築物2階建 224240100.0%

⑪さつき住宅 S52・53簡易耐火構造2階建 634231167.6%

⑫島住宅 H10中層耐火構造3階建 124240100.0%

⑬末福住宅 S63木造2階建 2330100.0%

S56～H6木造平屋建 262620676.9%

S56・57木造2階建 7770100.0%

S50簡易耐火構造2階建 1555100.0%

H6木造平屋建 1220100.0%

S50・51簡易耐火構造2階建 295455.6%

S48木造2階建 1110100.0%

⑰下村住宅 S59・H8木造平屋建 331233.3%

⑱村上住宅 S62～H8木造平屋建 4660100.0%

⑲脛永駅前住宅 H24中層耐火構造5階建 130300100.0%

1443112526481.0

%

【特定公共賃貸住宅】

⑳グリーンハイツ長瀬 H7木造2階建 887187.5%

㉑グリーンハイツ徳積 H7木造2階建 4440100.0%

㉒六合住宅 H11中層耐火構造3階建 211110100.0%

㉓そらむき住宅（世帯） H10木造2階建 121211191.7%

㉔そらむき住宅（単身） H11準耐火構造2階建 186275.0%

㉕坂本住宅 H8木造平屋建 332166.7%

㉖川上住宅 H11木造2階建 221150.0%

324842687.5%

※⑥は欠番 　      資料:揖斐川町建設課

計

計

⑭上平住宅

⑮東横山住宅

⑯西横山住宅

(H25.9.30現在）

入居率


②構造別建設年度別管理戸数
公営住宅の構造別管理戸数では、木造が131戸（42.1％）、耐火構造が132戸（42.5％）と同数程度であり、簡易耐火構造48戸（15.4％）となっています。
建設年度別管理戸数では建築後30年以上経過した、昭和55年度以前が132戸（42.4％）、昭和56年度以降が179戸（57.6％）となっています。
また、特定公共賃貸住宅では、木造が29戸（60.4％）と最も多く、次に耐火構造が11戸（22.9％）で、簡易耐火構造が8戸（16.7％）となっています。

　　　建設年度別管理戸数別では、全てが昭和５６年度以降となっています。
表-構造別建設年度別管理戸数
[image: image2.emf]【公営住宅】
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戸242732 18865 120

％ 10.3% 5.8%2.6%1.9%1.6% 38.6%

戸 173 11

％ 0.3%2.3%1.0% 3.5%

戸 1038 48

％ 3.2%12.2% 15.4%

戸 3024242430132

％ 9.6%7.7%7.7%7.7%42.5%

戸242732113855356292430311

％7.7%8.70%10.3%15.8%15.8%18.0%11.3%1.9%9.3%7.7%9.6%100.0%

←　旧耐震基準新耐震基準　→

【特定公共賃貸住宅】

昭和35年

以前

昭和36年

～40年

昭和41年

～45年

昭和46年

～50年

昭和51年

～55年

昭和56年

～60年

昭和61年

～平成2

年

平成3年

～7年

平成8年

　～12年

平成13

～17年

平成18年

～22年

平成23年

～

合　計

戸 3 3

％ 6.3% 6.3%

戸 1214 26

％ 25.0%29.2% 54.2%

戸 8 8

％ 16.7% 16.7%

戸 11 11

％ 22.9% 22.9%

戸 1236 48

％ 25.0%75.0% 100.0%

←　旧耐震基準新耐震基準　→

合計 359

　                            資料:揖斐川町建設課

※構成比（％）は、小数第2位を四捨五入したため、合計が100％にならない場合があります。
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（２）町営住宅入居者の状況
①世帯種別
町営住宅のうち公営住宅の入居者の状況をみると、高齢者のいる世帯は116世帯（46.0％）であり、うち97世帯（83.6％）が高齢者のみの世帯となっています。一人親世帯は、40世帯（12.9％）であり、そのほとんどが母子世帯となっています。
また、特定公共賃貸住宅では、高齢者のいる世帯は2世帯（4.8％）で、そのうち１世帯が高齢者のみの世帯となっています。一人親世帯は、2世帯（4.8％）となっています。
表-町営住宅入居世帯の状況
[image: image3.emf]【公営住宅】

　　　

　一人親世帯

(60歳以上の人が

1人以上いる世

帯）

①上南方住宅 11010000

②緑ヶ丘住宅 5213191514118

③和田南住宅 64030000

④粕川住宅 44130000

⑤松原住宅 77160000

⑦栄町住宅 65130000

⑧脛永住宅 64030001

⑨清水住宅 19174110001

⑩北方奥郷住宅 2461454115

⑪さつき住宅 2311452203

⑫島住宅 2400066018

⑬末福住宅 310522112

⑭上平住宅 2714732113

⑮東横山住宅 72020001

⑯西横山住宅 63020000

⑰下村住宅 11010000

⑱村上住宅 64220001

⑲脛永駅前 301001088012

25211627704036475

【特定公共賃貸住宅】

　　　

　一人親世帯

(60歳以上の人が

1人以上いる世

帯）

⑳グリーンハイツ長瀬 70000006

㉑グリーンハイツ徳積 40000003

㉒六合住宅 110001108

㉓そらむき住宅 111001107

㉔そらむき住宅 61010000

㉕坂本住宅 20000001

㉖川上住宅 10000001

4220122026

294118277142384101

※⑥は欠番 　　　　　　資料:揖斐川町建設課

※高齢者・母子家庭・父子家庭となる年齢は公営住宅入居基準による。

高齢身のみの

世帯（60歳以上

が2人以上で59

歳以下が0人）



合計

計







住宅入居者の状況(戸）

高齢単身世帯

(60歳以上で単

身）

母子家庭



20歳未満

父子家庭



20歳未満

総世帯数（戸）

高齢者のいる世帯



計

総世帯数（戸）



       　　　　 (H25.9.30現在）

母子家庭



20歳未満

父子家庭



20歳未満

子育て世帯



中学生以下

高齢者のいる世帯

住宅入居者の状況(戸）

高齢身のみの

世帯（60歳以上

が2人以上で59

歳以下が0人）

高齢単身世帯

(60歳以上で単

身）

子育て世帯



中学生以下


②入居年数

公営住宅の入居者の入居年数は、平成24年度に建設された脛永駅前住宅を除くと、20年以上の世帯が37.8％、10年以上20年未満の世帯が29.3％と長期間の入居者が多くなっています。
また、特定公共賃貸住宅では、10年未満の入居者が54.8％、10年以上が45.2％となっています。

表-団地別入居期間の状況
[image: image4.emf]【公営住宅】

　(H25.9.30現在）

0～5～10～15～20～30～40～50～

49141929394969

①上南方住宅 000100001

②緑ヶ丘住宅 11101151121152

③和田南住宅 000011226

④粕川住宅 000002204

⑤松原住宅 001141108

⑦栄町住宅 000021306

⑧脛永住宅 000321017

⑨清水住宅 00113105020

⑩北方奥郷住宅 81400000022

⑪さつき住宅 5154540024

⑫島住宅 67100000023

⑬末福住宅 010110003

⑭上平住宅 2444850027

⑮東横山住宅 024100007

⑯西横山住宅 001220005

⑰下村住宅 000100001

⑱村上住宅 112200006

⑲脛永駅前 30000000030

634039263927144252

【特定公共賃貸住宅】

0～5～10～15～20～30～40～50～

49141929394969

⑳グリーンハイツ長瀬 420100007

㉑グリーンハイツ徳積 010300004

㉒六合住宅 5060000011

㉓そらむき住宅 3350000011

㉔そらむき住宅 411000006

㉕坂本住宅 000200002

㉖川上住宅 001000001

167136000042

794752323927144294

※⑥は欠番 　資料:揖斐川町建設課

※建替えに伴う同一団地での住替者は、従前からの入居年数。



入居年数（年）



計

合計



入居年数（年） 合計

合計



計


③世帯人員
公営住宅の入居者の世帯人数の状況をみると、一人世帯が86世帯（34.1％）と最も多く、次に二人世帯が69世帯（27.3％）となっています。
また、特定公共賃貸住宅では、4人世帯が19世帯（45.2％）と最も多く、次に二人、三人世帯となっています。
表-団地別入居世帯人員の状況

[image: image5.emf]【公営住宅】

①上南方住宅 1000001

②緑ヶ丘住宅 13157134052

③和田南住宅 3102006

④粕川住宅 3001004

⑤松原住宅 6100007

⑦栄町住宅 4200006

⑧脛永住宅 4011006

⑨清水住宅 124210019

⑩北方奥郷住宅 66291024

⑪さつき住宅 810320023

⑫島住宅 15665124

⑬末福住宅 0102003

⑭上平住宅 611631027

⑮東横山住宅 4201007

⑯西横山住宅 2310006

⑰下村住宅 1000001

⑱村上住宅 2300106

⑲脛永駅前 1051221030

86694043131252

【特定公共賃貸住宅】

⑳グリーンハイツ長瀬 0124007

㉑グリーンハイツ徳積 0103004

㉒六合住宅 04142011

㉓そらむき住宅 01370011

㉔そらむき住宅 6000006

㉕坂本住宅 0011002

㉖川上住宅 0000101

677193042

92764762161294

※⑥は欠番
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　　(H25.9.30現在）

計

計

41

45

2 6人数(人） 3

計6

合計

人数(人） 32







計


④収入超過者等

町営住宅の収入超過者等の状況をみると、平成25年9月末の入居世帯のうち収入超過者は7.9％となっています。
⑤公営住宅の入居・入居募集・入居応募状況
町営住宅の入居にあたっては、入居希望者を募集し、抽選で入居を決定しています。
しかし、昭和40年代前半以前に建設された、木造住宅については、募集停止しています。また、藤橋地区の住宅については、随時入居としております。
入居応募状況は、揖斐地区の新しい住宅団地は、2.09倍の応募があります。しかし、藤橋地区、坂内地区の住宅は、随時入居にもかかわらず、空家状態が続く住宅が在ります。
表-団地別入居募集・応募状況

[image: image6.emf]【公営住宅】

　　　団　　地　　名 応募方法 H20Ｈ21H22H23H24計

①上南方住宅 募集停止

募集戸数8523523

入居戸数4512315

応募者数20702433

③和田南住宅 募集停止

④粕川住宅 募集停止

⑤松原住宅 募集停止

⑦栄町住宅 募集停止

⑧脛永住宅 募集停止

⑨清水住宅 募集停止

募集戸数1324313

入居戸数1323312

応募者数0910131143

募集戸数33 6

入居戸数33 6

応募者数33 6

募集戸数302229

入居戸数202217

応募者数11033219

募集戸数 0

入居戸数 0

応募者数 0

⑭上平住宅 213

⑮東横山住宅 0

⑯西横山住宅 募集停止 0

⑰下村住宅 0

⑱村上住宅 11

募集戸数 3232

入居戸数 3030

応募者数 3939

【特定公共賃貸住宅】

　　団　　地　　名 応募方法 H20Ｈ21H22H23H24計

募集戸数 134

入居戸数 134

応募者数 11314

募集戸数 0

入居戸数 0

応募者数 0

募集戸数131218

入居戸数021216

応募者数1532213

募集戸数1144414

入居戸数114028

応募者数105129

募集戸数7464829

入居戸数120003

応募者数120003

募集戸数2665524

入居戸数000000

応募者数000000

募集戸数1631112

入居戸数001001

応募者数001001

※⑥は欠番

㉒六合住宅

⑩北方奥郷住宅

②緑ヶ丘住宅

⑫島住宅

⑪さつき住宅

24戸募集停止

10戸抽選入居

抽選入居

抽選入居

随時入居

     資料:揖斐川町建設課

抽選入居⑬末福住宅

抽選入居

      (H25.9.30現在）

抽選入居

⑲脛永駅前住宅

抽選入居

抽選入居

抽選入居

㉖川上住宅

㉕坂本住宅

㉔そらむき住宅（単身）

㉓そらむき住宅（世帯）

㉑グリーンハイツ徳積

⑳グリーンハイツ長瀬 抽選入居

抽選入居

抽選入居

入居戸数

随時入居入居戸数

抽選入居


３. 人口・世帯の将来推計・町営住宅の目標管理戸数

（１）揖斐川町の人口・世帯の将来推計

町の人口は、既に減少傾向にあり、「国立社会保障・人口問題研究所」の公表による「日本地域別将来推計人口（2013年3月推計）」によると、揖斐川町の人口が平成52年には、39.7％減少と推計されました。
この将来推計人口推計値から今後の揖斐川町の世帯人数・世帯数を推計し、更に世帯が住む住宅の持ち家、公的借家等の世帯数を推計します。
表-人口・世帯数の将来推計
[image: image7.emf]1990199520002005201020152020202520302035

H2H7H12H17H22H27H32H37H42H47

29156283682745326192237842204320481189041735215831注1

7842799080968427774275757467734072067066

3.703.573.413.223.052.892.732.562.402.23注2

98%97%97%92%96%96.6%96.5%96.5%96.4%96.3%

7693774578487743745473167208708169476807

＊持ち家6929700270706981682466966600648363606231

＊公的借家 346343379325293288283278273268

＊民間借家 224217243266235231227223219215　　 注3

＊給与住宅 167154140143777674737270

＊間借り 27291628252524242323

146129121135167138138138138138注4

3116127549121121121121121121注5

④一般世帯の割合（⑤/②）

⑥住宅以外に住む一般世帯

⑦施設等の世帯

資料:国勢調査・国立社会保障・人口問題研究所

所

有

関

係

別

国勢調査実績 将来推計値

⑤住宅に住む一般世帯数

揖斐川町の合計

①人口

②世帯　　　　　　　　　　　

③世帯人数


注1：平成22年までは国勢調査による実績値を、平成27年以降は国立社会保障・人口問題研究所の「日本地域別将来推計人口（2013年3月推計）」を採用。

注2：国勢調査実績を基に世帯人数の推計トレンドし、世帯数を算出
注3：所有関係別数値の実績値は、ダム建設工事があり変動が大きいので、将来推計値はH22の割合をもって算出。

注4：過去5回の実績値を平均して推計値を算出。

注5：H2、H17を除き、過去3回の実績値を平均して推計値を算出。
（２）町営住宅の目標管理戸数
揖斐川町の人口・世帯の将来推計値のうち、住宅の所有関係別世帯数の将来推計値から、町における公的借家世帯数は、平成32年時点で283世帯、平成37年で278世帯と推計されます。
この推計値から、目標年度の平成36年は、平成32年から平成37年の変動数（1世帯減/年）から平成32年の数値から4世帯減した279世帯と推計されます。
また、現在、町営住宅の入居世帯が引き続き入居するものとした場合、公営住宅の入居世帯は、252世帯であります。そのうち収入超過者（20世帯）は退去するものとすると232世帯となります。なお、特定公共賃貸住宅は、現在の管理戸数48戸を維持するものします。
	将来推計値からの管理戸数

279戸

	現在の入居者からの管理戸数

公営住宅232戸＋特定公共賃貸住宅48戸＝町営住宅280戸


よって、揖斐川町の平成36年の目標管理戸数は280戸とします。
	目標管理戸数　　280戸


４．公営住宅等長命化計画の目的

（１）計画策定の背景
本町では、公営住宅の管理戸数311戸のうち、木造住宅の割合が42.1％と非常に高く、木造住宅の中でも81.6％が耐用年数を過ぎた状況であり、木造以外の住宅については、昭和50年以後の建物が大半であります。
また、特定公共賃貸住宅は、平成7年以降の建設で比較的新しい住宅となっており、このような状況のなかで町営住宅の供給・管理を行ってきました。
一方、入居者の高齢化や核家族化の進行、更に人口減少など公共住宅を取り巻く社会的状況も変化してきており、公営住宅に対する需要の変化や新たなニーズ等に適切に対応することが求められています。
特にストック重視の社会的背景のもと、厳しい財政状況下において、町営住宅の需要を検証し、更新期を迎えつつある老朽化した住宅ストックの早期の建替や計画的な修繕・改善により長寿命化を図るものの判別など、効率的・効果的な事業計画に基づくストックマネージメントが求められています。
（２）目的
今後の町営住宅の活用に関しては、安全で快適な住まいを長きに亘って確保するため、長期的な視点を持つ維持管理、予防保全的な管理、改善を進めることによりライフサイクルコストの縮減を図ることとします。
５．長寿命化に関する基本方針
（１）ストックの状態の把握及び日常的な維持管理の方針

①公営住宅の定期点検を3年に1回の法定点検を実施するとともに予防保全的な維持管理を実施します。
②公営住宅の修繕履歴データを団地別及び住棟別に整理し、随時、履歴を確認できる仕組みを整理します。

（２）長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針
従来の対症療法型の維持管理から、現在、良質な住宅ストックの予防保全的な維持管理及び耐久性の向上等を図る改善を計画的に実施することにより、公営住宅の長寿命化を図ります。
６．計画期間
本計画は平成27年度から平成36年度までを計画期間とします。
７．長寿命化を図るべき公営住宅等
（１）対象
平成25年9月30日現在、町で管理している、公営住宅、特定公共賃貸住宅の合計25団地、359戸を対象とします。
（２）団地別・住棟別活用計画
①ストック活用手法の選定フロー
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活用手法の選定は、「公営住宅等長寿命化計画策定指針（国土交通省）」の＜手法選定のフロー＞に沿って、１次から３次までを手順により行います。
②１次判定
１）１次判定の考え方

1次判定では、団地及び住棟の「経過年数」、「需要」、「高度利用の必要性と可能性」及び改善履歴の状況から「維持管理」、「建替え」、「用途廃止」の判定をします。
また、「維持管理」、「建替え」、「用途廃止」と判定されなかった団地及び住棟については、2次判定を行います。

○経過年数による判定

経過年数の判定では、公営住宅の耐用年限を目安として、Ａ～Ｄに各住棟を判定します。
Ａ　計画期間内（平成36年度末）に耐用年限の1/2を超えないもの

Ｂ　計画期間内（平成36年度末）に耐用年限の1/2を超えるもの

Ｃ　計画期間内（平成36年度末）に耐用年限を超えるもの
Ｄ　耐用年数が既に経過しているもの

※公営住宅法上の耐用年限
	　構　　造　　
	年　　数

	木　造
	30

	準耐火構造
	　 　45

	耐火構造」
	70


　
○需要の判定
平成25年9月30日現在の入居率の値から判断します。　
○　入居率が80％以上で「需要あり」と判定した場合

×　入居率が80％未満で「需要なし」と判定した場合

○高度利用の必要性と可能性の判定
○　高度利用の可能性があると判断した場合

敷地面積が2,000㎡以上あり、形状が整形、高低差少なく、かつ6ｍ以上の道路に接する敷地　　　　　　　　　　

△　高度利用の可能性は、今後の道路整備の状況によると判断した場合
敷地面積、形状等が問題ない場合でも、6ｍ以上の道路に接していない敷地

×　高度利用の可能性がないと判断した場合
敷地面積、形状、道路幅員を満たしていない敷地

○１次判定の総合的判定

「維持管理」：経過年数でＡと判断され、需要がありと判定された住棟

「用途廃止」：耐用年数が既に経過しており、政策空家がある団地及び住棟
「継続判定」：「維持管理」、「建替え」、「用途廃止」と判定ができない団地及び住棟

２）１次判定の結果

[image: image8.emf]判定表

　　　団　　地　　名

建設年度

構　　造

老　朽　度

政策空家

需　　要用途地域

敷地面積

高度利用1次判定結果

①上南方住宅S31木造平屋建Ｄ

政策空家

×

第1種住居

2023○用途廃止

S60中層耐火構造3階建Ｂ

S60中層耐火構造3階建Ｂ

S61中層耐火構造3階建Ｂ

S62中層耐火構造3階建Ｂ

③和田南住宅S32木造平屋建Ｄ

政策空家

×無指定××用途廃止

④粕川住宅S32木造平屋建Ｄ

政策空家

×無指定××用途廃止

S36木造平屋建Ｄ

S38木造平屋建Ｄ

⑦栄町住宅S39木造平屋建Ｄ

政策空家

×第1種住居2884○用途廃止

S41木造平屋建Ｄ

S42木造平屋建Ｄ

S41木造平屋建Ｄ

S44木造平屋建Ｄ

H18耐火建築物2階建Ａ

H18耐火建築物2階建Ａ

S52簡易耐火構造2階建Ｃ

政策空家

× 継続判定

S53簡易耐火構造2階建Ｃ○ 継続判定

⑫島住宅H10中層耐火構造3階建Ａ○無指定ー

維持管理

⑬末福住宅S63木造2階建Ｃ○

都市計画以外

400×継続判定

S56木造平屋建Ｄ 継続判定

S57木造平屋建Ｄ 継続判定

S62木造平屋建Ｃ 継続判定

S63木造平屋建Ｃ 継続判定

S64木造平屋建Ｃ 継続判定

H6木造平屋建Ｂ 継続判定

S56木造2階建Ｄ 継続判定

S57木造2階建Ｄ 継続判定

S50簡易耐火構造2階建Ｃ 維持保全

H6木造平屋建Ｃ 維持保全

S50簡易耐火構造2階建Ｃ

政策空家

継続判定

S51簡易耐火構造2階建Ｃ

政策空家

継続判定

S48木造2階建Ｄ 継続判定

S59木造平屋建Ｃ 継続判定

H8木造平屋建Ｂ 継続判定

S62木造平屋建Ｃ 継続判定

H3木造平屋建Ｃ 継続判定

H8木造平屋建Ｂ 継続判定

⑲脛永駅前住宅H24中層耐火構造5階建Ａ○近隣商業ー維持管理

政策空家

政策空家

政策空家

用途廃止

3,890変形

×

継続判定

用途廃止

1次判定項目

5700○○無指定



都市計画以外

×

団地内高

低差があ

り不適

×

旧藤橋地

内であり各

団地が隣

接している

ことから全

体で判断

する。　全

体で79.6%

×

○

⑩北方奥郷住宅

⑪さつき住宅

○

⑭上平住宅

⑯西横山

⑮東横山住宅

⑰下村住宅

⑱村上住宅

②緑ヶ丘住宅

⑤松原住宅

⑧脛永住宅

⑨清水住宅

○

×

×

ー3200

4700

道路整備必

要

5800

道路整備必

要

維持管理

×

第1種住居

無指定

×

無指定

無指定

無指定

用途廃止


[image: image9.emf]【特定公共賃貸住宅】

判定表

　　　団　　地　　名

建設年度

構　　造

老　朽　度

政策空家

需　　要用途地域

敷地面積

高度利用1次判定結果

グリーンハイツ長瀬H7木造2階建Ｂ○

都市計画以外

2188○継続判定

グリーンハイツ徳積H7木造2階建Ｂ○

都市計画以外

×継続判定

H11中層耐火構造3階建Ａ 維持管理

H11中層耐火構造3階建Ａ 維持管理

そらむき住宅（世帯）H10木造2階建Ｂ○

都市計画以外

継続判定

そらむき住宅（単身）H11準耐火構造2階建Ｂ×

都市計画以外

継続判定

坂本住宅H8木造平屋建Ｂ×

都市計画以外

1480×継続判定

川上住宅H11木造2階建Ｂ×

都市計画以外

330×継続判定

老朽度 需要

Ａ計画期間内(平成36年度末）に耐用年限の1/2を超えないもの ○入居率が80％以上

Ｂ計画期間内(平成36年度末）に耐用年限の1/2を超えるもの ×入居率が80％未満

Ｃ計画期間内(平成36年度末）に耐用年限を超えるもの

Ｄ既に耐用年限を超えているもの

高度利用 1次判定結果

○敷地面積が2,000㎡以上あり、形状が整形、 「維持管理」：経過年数でAと判断され、需要があ

　高低差少なく、かつ6ｍ以上の道路が接する敷地 　 　　　　　 りと判定された住棟

△敷地面積、形状等が問題ない場合でも、6ｍ 「用途廃止」：耐用年限が既に経過しており、政策

　以上の道路に接していない敷地 　　　　　　　空家がある団地及び住棟

×敷地面積、形状、道路幅員が満たしていない敷地 「継続判定」：「維持管理」、「建替え」、「用途廃止」

　　　　　　　と判定ができない団地及び住棟

×

3370

道路整備必

要

都市計画以外

六合住宅 2200ー○

1次判定項目


③２次判定

１）２次判定の考え方

2次判定では、1次判定の結果、継続判定の住棟（「維持管理」、「建替え」、「用途廃止」の対象として判定されなかった住棟）について、「躯体の安全性」、「避難の安全性」、「居住性」の順に評価を行い、住棟別の活用手法（事業内容）を検討します。
○　躯体の安全性の判定

・躯体の耐震性の判定は以下による。
○「耐震性を有する」と判断した住棟　　　
・昭和56年の建築基準法施行令（新耐震基準）に基づき設計・施工された住棟

・（新耐震基準）の施行以前に施工された住棟で、耐震診断を行い耐震性に問題ないと判断された住棟

△「耐震性が明確でないもの」

・（新耐震基準）の施行以前に施工された住棟で、耐震診断が行われていない住棟　　
×「耐震性が無い」と判断した住棟

・（新耐震基準）の施行以前に施工された住棟で、耐震診断を行い、耐震性に問題があると判断され、かつ、耐震改修の実施が不可能な住棟　　

○　避難の安全性の判定
・設計図書等により「防火区画」、「二方向避難確保」の状況を判定
（戸建て住宅、2階建て長屋住宅は、「二方向避難確保」されていると判断する）
・「防火区画」、「二方向避難の確保」がされていない場合で、確保の必要性の高い場合には個別改善又は全面的改善により確保が可能か判断
・措置が可能な場合には居住性の判定を行い、措置が不可能な場合は建替えの候補
○居住性の判定

・設計図書等により、次の項目について居住性を判定

住棟：日照、通風、採光、開放性、プライバシーの確保、騒音　等

住戸：最低居住水準

住戸内各部：浴室の有無、3箇所給湯（台所、洗面所、風呂）、高齢者対応　等

共用部：高齢化対応

附帯設備：自転車置場、物置、ごみ置場の有無、衛星、利便性、居住性に係る
問題点有無　等

共同施設：集会場･児童公園の有無、高齢化対応 
整備水準（町）を満たしている場合は維持管理の対象

整備水準（町）を満たしていない場合で、部分改善により対応が可能なものについては個別改善

それ以外は全面改善又は建替

○　長寿命化型改善の必要性
・耐火建築物住戸を対象とします。
・中長期的な修繕計画及び定期点検等に基づいて、耐久性の向上、躯体への影響の低減、維持管理の容易性等の向上に関する改善が必要と判断される住棟は、長寿命化型改善を行ないます。

・予防保全的な改善の必要性が認められる場合、他の修繕・改善工事と合せて合理的・効率的に行うことが適当と認められる場合は、長寿命化型改善を行います。
・寿命化型改善の必要性が低いと判断された住棟は、修繕又は長寿命化型改善以外の個別改善とします。
２）２次判定の結果

[image: image10.emf]判定表

　　　団　　地　　名

建設年度

構　　造

躯体の安全性避難の安全性

居住性長寿命2次判定結果

①上南方住宅S31木造平屋建ーーーーー

S60中層耐火構造3階建○○○○

長寿命化型

改善

S60中層耐火構造3階建○○○○

長寿命化型

改善

S61中層耐火構造3階建○○○○

長寿命化型

改善

S62中層耐火構造3階建○○○○

長寿命化型

改善

③和田南住宅S32木造平屋建ーーーーー

④粕川住宅S32木造平屋建ーーーーー

S36木造平屋建ーーーーー

S38木造平屋建ーーーーー

⑦栄町住宅S39木造平屋建ーーーーー

S41木造平屋建ーーーーー

S42木造平屋建ーーーーー

S41木造平屋建ーーー×ー

S44木造平屋建ーーー×ー

H18耐火建築物2階建○○○○修繕

H18耐火建築物2階建○○○○修繕

S52簡易耐火構造2階建○○××建替え

S53簡易耐火構造2階建○○  ×　×建替え

⑫島住宅H10中層耐火構造3階建○○○

長寿命化型

改善

⑬末福住宅S63木造2階建○○×修繕

S56木造平屋建○○×修繕

S57木造平屋建○○×修繕

S62木造平屋建○○×修繕

S63木造平屋建○○×修繕

S64木造平屋建○○×修繕

H6木造平屋建○○×修繕

S56木造2階建○○×修繕

S57木造2階建○○×修繕

S50簡易耐火構造2階建△○×修繕

H6木造平屋建○○×修繕

S50簡易耐火構造2階建×○××用途廃止

S51簡易耐火構造2階建×○××用途廃止

S48木造2階建△○×修繕

S59木造平屋建○○×修繕

H8木造平屋建○○×修繕

S62木造平屋建○○×修繕

H3木造平屋建○○×修繕

H8木造平屋建○○×修繕

⑲脛永駅前住宅H24中層耐火構造5階建○○○○修繕

2次判定項目

⑩北方奥郷住宅

⑪さつき住宅

⑭上平住宅

⑯西横山

⑮東横山住宅

⑰下村住宅

⑱村上住宅

②緑ヶ丘住宅

⑤松原住宅

⑧脛永住宅

⑨清水住宅
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判定表

　　　団　　地　　名

建設年度

構　　造

躯体の安全性避難の安全性

居住性長寿命2次判定結果

グリーンハイツ長瀬H7木造2階建○○○×修繕

グリーンハイツ徳積H7木造2階建○○○×修繕

H11中層耐火構造3階建○○○○

長寿命化型

改善

H11中層耐火構造3階建○○○○

長寿命化型

改善

そらむき住宅（世帯）H10木造2階建○○○×修繕

そらむき住宅（単身）H11準耐火構造2階建○○○×修繕

坂本住宅H8木造平屋建○○○×修繕

川上住宅H11木造2階建○○○×修繕

躯体の安全性

○　昭和56年以降の建物

　　及び耐震診断で安全が確認されたもの

△　昭和55年以前の建物で

　　耐震診断が行われていないもの

×　耐震診断で耐震補強が必要と判断されたもの

長寿命化型改善

○耐火建築物で建設後10年以上のもの

×その他

六合住宅

2次判定項目


④３次判定
１）３次判定の考え方
3次判定では、1次判定及び2次判定による住棟別の適用手法の候補の判定過程と結果を踏まえ、次の視点から団地単位又は団地の一部を対象に総合的検討を行い、住棟別の事業内容に関する最終判定を行います。
○　団地単位での効率的ストック活用
・団地として住棟相互の連携によるストック活用を行うことによる、より効果的かつ効率的なストック活用の可能性について検討
■建替、全面的改善又は個別改善と判断された住棟が混在する場合は、住棟の配置や事業の手順、高度利用の可能性等を勘案して、建替が適切と考えられる住棟について隣接住棟との一体的な建替を検討
■大規模な団地等で、コミュニティミックスを図る必要がある場合、事業の平準化を図る必要がある場合には、個別改善、全面的改善又は建替えの複合的な実施を検討

○　まちづくりの観点からみた地域整備への貢献

・周辺市街地における公益施設等及び基盤施設の整備水準の向上の必要性が高い場合は、これらに配慮したストック活用の可能性を検討

■周辺市街地において不足している公益施設等の団地内における整備を検討　

■団地及び周辺市街地に係る都市計画道路や公共下水道等の整備計画がある場合は、団地整備への影響やそれらの整備時期を勘案し、団地の整備時期等を検討

■団地敷地に隣接する狭幅員道路の拡幅道路を検討

○　地域単位での効率的ストック活用

・建替や全面改善が必要な複数の団地が近接して立地する場合などは、団地相互の調整による、より効果的かつ効率的なストック活用の可能性について検討
■団地相互での住替えによりコミュニティミックスや事業の平準化が可能となる場合は、整備時期の調整を図るなど複合的実施を検討

■高度利用の可能性が低く他の敷地での高度利用の可能性がある場合には、別の敷地での整備を検討
○　周辺道路の整備状況
・全面的改善若しくは建替の実施に際して必要となる大型工事車両等のアクセス道路の確保、資材置き場の確保等を検討

■幅員6ｍ未満の道路しか接続されていない団地において、当該道路の拡幅整備の実施可能時期を勘案しつつ、全面的改善若しくは建替を行うことを検討
○　仮住居の確保

・全面的改善若しくは建替の実施に際して必要となる仮住居の確保について検討　
■同一団地内若しくは近隣における建替事業等の実施スケジュールを勘案し、仮住居の必要時期、戻り入居の時期等の調整を行いつつ、事業のスケジュールを検討

○　他の事業主体との連携

・他の事業主体との連携による効率的な手法の適用について検討
■他の事業主体による公共賃貸との合築の検討
■他の事業主体による公共賃貸住宅との土地交換

■供給スケジュールの検討

■近隣・隣接団地での高齢者世帯・若年世帯の世帯構成のバランス調整
■余剰地の創出による社会福祉施設等の誘導・一体整備

２）３次判定の結果
[image: image12.emf]1次判定の結果

判定表

　　　団　　地　　名

建設年度

構　　造

老　朽　度

政策空家

需　　要用途地域

敷地面積

高度利用1次判定結果

躯体の安全性避難の安全性

居住性長寿命2次判定結果

団地単位での効

率的ストック活用

まちづくりの観点

からみた地域整備

の貢献

地域単位での効

率的ストック活用

周辺道路の整備

状況

仮住宅の確保等

からみた事業の容

易性

他の事業主体との

連携

3次判定結果　　　　備　考

①上南方住宅S31木造平屋建Ｄ

政策空家

×

第1種住居

2023○用途廃止ーーーーーーーー

道路幅員６っ未満

ーー用途廃止

S60中層耐火構造3階建Ｂ ○○○○

長寿命化型

改善

長寿命化型

改善

S60中層耐火構造3階建Ｂ ○○○○

長寿命化型

改善

長寿命化型

改善

S61中層耐火構造3階建Ｂ ○○○○

長寿命化型

改善

長寿命化型

改善

S62中層耐火構造3階建Ｂ ○○○○

長寿命化型

改善

長寿命化型

改善

③和田南住宅S32木造平屋建Ｄ

政策空家

×無指定××用途廃止ーーーーー

道路幅員６っ未満

④粕川住宅S32木造平屋建Ｄ

政策空家

×無指定××用途廃止ーーーーー

道路幅員６っ未満

S36木造平屋建Ｄ ーーーーー

S38木造平屋建Ｄ ーーーーー

⑦栄町住宅S39木造平屋建Ｄ

政策空家

×第1種住居2884○用途廃止ーーーーー

S41木造平屋建Ｄ ーーーーー

道路幅員６っ未満

S42木造平屋建Ｄ ーーーーー

S41木造平屋建Ｄ ーーー×ー

S44木造平屋建Ｄ ーーー×ー

H18耐火建築物2階建Ａ ○○○○修繕 修繕

H18耐火建築物2階建Ａ ○○○○修繕 修繕

S52簡易耐火構造2階建Ｃ

政策空家

× 継続判定○○××建替え 建替え

S53簡易耐火構造2階建Ｃ○ 継続判定○○  ×　×建替え 修繕

入居率が高いため

当面修繕とする

⑫島住宅H10中層耐火構造3階建Ａ○無指定ー

維持管理

○○○

長寿命化型

改善

長寿命化型

改善

⑬末福住宅S63木造2階建Ｃ○

都市計画以外

400×継続判定○○×修繕 修繕

S56木造平屋建Ｄ 継続判定○○×修繕 修繕

S57木造平屋建Ｄ 継続判定○○×修繕 修繕

S62木造平屋建Ｃ 継続判定○○×修繕 修繕

S63木造平屋建Ｃ 継続判定○○×修繕 修繕

S64木造平屋建Ｃ 継続判定○○×修繕 修繕

H6木造平屋建Ｂ 継続判定○○×修繕 修繕

S56木造2階建Ｄ 継続判定○○×修繕 修繕

S57木造2階建Ｄ 継続判定○○×修繕 修繕

S50簡易耐火構造2階建Ｃ 維持保全△○×修繕 修繕

H6木造平屋建Ｃ 維持保全○○×修繕 修繕

S50簡易耐火構造2階建Ｃ

政策空家

継続判定×○××用途廃止 用途廃止

S51簡易耐火構造2階建Ｃ

政策空家

継続判定×○××用途廃止 用途廃止

S48木造2階建Ｄ 継続判定△○×修繕 修繕

S59木造平屋建Ｃ 継続判定○○×修繕 修繕

H8木造平屋建Ｂ 継続判定○○×修繕 修繕

S62木造平屋建Ｃ 継続判定○○×修繕 修繕

H3木造平屋建Ｃ 継続判定○○×修繕 修繕

H8木造平屋建Ｂ 継続判定○○×修繕 修繕

⑲脛永駅前住宅H24中層耐火構造5階建Ａ○近隣商業ー維持管理○○○○修繕 修繕

地域維持の

ため存続が

必要

×

第1種住居

無指定

×

無指定

無指定

無指定

用途廃止

1次判定にお

いて用途廃止

として判定し

たが、旧揖斐

川町内で、将

来の住宅管

理戸数を確保

するため一部

建替えが必要

○

×

×

ー3200

4700

道路整備必

要

5800

道路整備必

要

②緑ヶ丘住宅

⑤松原住宅

⑧脛永住宅

⑨清水住宅

⑩北方奥郷住宅

⑪さつき住宅

○

⑭上平住宅

⑯西横山

⑮東横山住宅

⑰下村住宅

⑱村上住宅

×

旧藤橋地

内であり各

団地が隣

接している

ことから全

体で判断

する。　全

体で79.6%

×

○

維持管理



都市計画以外

×

団地内高

低差があ

り不適

道路幅員６っ未満

2次判定項目 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3次判定項目

継続判定

用途廃止

1次判定項目

5700○○無指定

政策空家

政策空家

政策空家

○

道路幅員６っ未満

用途廃止

3,890変形

×
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　　　団　　地　　名

建設年度

構　　造

老　朽　度

政策空家

需　　要用途地域

敷地面積

高度利用1次判定結果

躯体の安全性避難の安全性

居住性長寿命2次判定結果

団地単位での効

率的ストック活用

まちづくりの観点

からみた地域整備

の貢献

地域単位での効

率的ストック活用

周辺道路の整備

状況

仮住宅の確保等

からみた事業の容

易性

他の事業主体との

連携

3次判定結果　　　　備　考

グリーンハイツ長瀬H7木造2階建Ｂ○

都市計画以外

2188○継続判定○○○×修繕 修繕

グリーンハイツ徳積H7木造2階建Ｂ○

都市計画以外

×継続判定○○○×修繕 修繕

H11中層耐火構造3階建Ａ 維持管理○○○○

長寿命化型

改善

長寿命化型

改善

H11中層耐火構造3階建Ａ 維持管理○○○○

長寿命化型

改善

長寿命化型

改善

そらむき住宅（世帯）H10木造2階建Ｂ○

都市計画以外

継続判定○○○×修繕 修繕

そらむき住宅（単身）H11準耐火構造2階建Ｂ×

都市計画以外

継続判定○○○×修繕 修繕

坂本住宅H8木造平屋建Ｂ×

都市計画以外

1480×継続判定○○○×修繕 修繕

川上住宅H11木造2階建Ｂ×

都市計画以外

330×継続判定○○○×修繕 修繕

老朽度 需要 躯体の安全性

Ａ計画期間内(平成36年度末）に耐用年限の1/2を超えないもの ○入居率が80％以上 ○　昭和56年以降の建物

Ｂ計画期間内(平成36年度末）に耐用年限の1/2を超えるもの ×入居率が80％未満 　　及び耐震診断で安全が確認されたもの

Ｃ計画期間内(平成36年度末）に耐用年限を超えるもの △　昭和55年以前の建物で

Ｄ既に耐用年限を超えているもの 　　耐震診断が行われていないもの

×　耐震診断で耐震補強が必要と判断されたもの

高度利用 1次判定結果

○敷地面積が2,000㎡以上あり、形状が整形、 「維持管理」：経過年数でAと判断され、需要があ 長寿命化型改善

　高低差少なく、かつ6ｍ以上の道路が接する敷地 　 　　　　　 りと判定された住棟 ○耐火建築物で建設後10年以上のもの

△敷地面積、形状等が問題ない場合でも、6ｍ 「用途廃止」：耐用年限が既に経過しており、政策 ×その他

　以上の道路に接していない敷地 　　　　　　　空家がある団地及び住棟

×敷地面積、形状、道路幅員が満たしていない敷地 「継続判定」：「維持管理」、「建替え」、「用途廃止」

　　　　　　　と判定ができない団地及び住棟

×

3370

道路整備必

要

都市計画以外

六合住宅 2200ー○

1次判定項目 2次判定項目 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3次判定項目



（３）長寿命化を図るべき町営住宅　　
1，2，3次判定の結果を踏まえ、町においては長寿命化を図るべき町営住宅を整理すると以下のとおりとなります。

[公営住宅] 

	対　　　　　象
	合　　計
	住　宅　名　症

	町営住宅管理戸数
	　　311戸
	

	
	維持管理予定戸数
	　　195戸
	

	
	
	うち修繕対応戸数
	　　117戸
	北方奥郷(24戸)、さつき(10戸)
末福(3戸)、上平(33戸)、東横山(7戸)

西横山(1戸)、下村(3戸)、村上(6戸)

脛永駅前(30)

	
	
	うち改善予定戸数
	　　 78戸
	緑ヶ丘(54戸)、島(24戸)

	
	建替予定戸数
	　　 24戸
	さつき（(24戸)

	
	用途廃止予定戸数
	92戸
	上南方(3戸)、和田南(9戸)

粕川(12戸)、松原(14戸)、栄(13戸)

脛永(10戸)、清水(22戸)、西横山(9戸)


【特定公共賃貸住宅] 

	　　　　対象
	　合計
	住　宅　名　症

	町営住宅管理戸数
	　　48戸
	

	
	維持管理予定戸数
	48戸
	

	
	
	うち修繕対応戸数
	　　37戸
	ｸﾞﾘｰﾝﾊｲﾂ長瀬(8戸)、ｸﾞﾘｰﾝﾊｲﾂ徳積(4戸)
そらむき(世帯)(12)

そらむき(単身)(8)

坂本(3戸)、川上(2戸)

	
	
	うち改善予定戸数
	    11戸
	六合住宅（11戸）

	
	建替予定戸数
	　　　　0
	

	
	用途廃止予定戸数
	　　　　0
	


８．町営住宅の建替事業の実施方針
・町営住宅の目標管理戸数280戸のうち、公営住宅の目標管理戸数は232戸です。

判定結果では、公営住宅の管理戸数311戸うち用途廃止予定が92戸、建替予定が24戸となりました。
よって、公営住宅の目標管理戸数に対して13戸が不足することとなります。

現在、用途廃止予定住宅には53世帯が入居していますが、用途廃止予定住宅は、強制退去とせず自然退去としますので、今後、10年間で1/4の世帯が退去するものとすると13世帯が自然退去すると考えられますので、計画期間内での建替えは、建替予定の24戸とします。
なお、今後の建替事業については、中長期的な入居需要や財政見通しを考慮して、事業の具体化を図っていきます。
・建替計画にあたっては、高齢化社会に対応したバリアフリー化を適切に行なっていきます。
　
[image: image14.emf]【様式２】建替えに係る事業予定一覧

　住宅の区分：

公営住宅

特定公共

賃貸住宅

地優賃

（公共供給）

改良住宅

その他（　　　　　　　　　　）

　さつき住宅Ａ24準耐火S52H35

注１）計画期間内に建替予定としているものを記載する。

注２）様式１は、Microsoft office Excel形式とする。

注３）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注４）共同施設を建替える場合についても、上記様式に記載する（住棟番号、戸数を除く）。

　事業主体名：揖斐川町

備考団地名住棟番号戸数構造建設年度

次期定期

点検時期

建替予定

年度


９.長寿命化のための維持管理計画

（１）計画期間に実施する修繕管理・改善事業の内容　　
①修繕対応
標準修繕周期を踏まえて定期的な点検を行い、適切な時期に予防保全的な修繕を行なうこ

とで、居住性、安全性等の維持・向上を図り、長期的に活用します。

【実施内容】

定期点検の充実、標準修繕を踏まえた計画修繕の実施
②安全性確保型
入居者が安全に暮らすことができるよう、住居の安全性を確保します。
【実施内容】

屋内電気配線・分電盤等の改修
③長寿命化型
一定の居住性や安全が確保されており長期的な活用を図るべき住棟において、耐久性の向

上や、躯体への影響の低減、維持管理の容易性向上の観点から予防保全的な改善を行ないま

す。
【実施内容】
屋根・屋上・外壁の防水耐久性向上、給排水管の耐久向上のための改善　　
（２）住棟単位の修繕・改善事業等一覧

[image: image15.emf]【様式１】維持・改善に係る事業予定一覧

公営住宅

特定公共

賃貸住宅

地優賃

（公共供給）

改良住宅

その他（　　　　　　　　　　）

H27H28H29H30H31H32H33H3435H36

118中耐S60H28

給排水管

取替

（長寿化）

電気配線

　改修

(長寿化)

屋上防水

(長寿

化）

256

212中耐S60H28

給排水管

　取替

(長寿化)

電気配線

　改修

(長寿化)

屋上防水

(長寿化)

163

312中耐S61H28

給排水管

　取替

(長寿化)

電気配線

　改修

(長寿化)

屋上防水

(長寿化)

163

412中耐S62H28

給排水管

　取替

(長寿化)

電気配線

　改修

(長寿化)

屋上防水

(長寿化)

163

島住宅 24中耐H10H28

屋上放水

外壁改修

(長寿

化）

73

1木造S63H28

外壁修繕

#N/A

2木造S63H28

外壁修繕

#N/A

注１）様式１は、Microsoft office Excel形式とする。

注２）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注３）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

末福住宅

緑ヶ丘住宅

修繕・改善事業の内容

LCC

縮減効果

(千円/棟・年）



　事業主体名: 揖斐川町

備考団地名

住棟

番号

戸数構造

建設

年度

　住宅の区分：

次期定期

点検時期


[image: image16.emf]【様式１】維持・改善に係る事業予定一覧

公営住宅

特定公共

賃貸住宅

地優賃

（公共供給）

改良住宅

その他（　　　　　　　　　　）

H27H28H29H30H31H32H33H34H35H36

グリーンハイツ

長瀬

１～88木造H7H28

外壁修繕

#N/A

グリーンハイツ

徳積

１～44木造H7H28

外壁修繕

#N/A

Ａ5中耐H11H28

屋根外壁

改修

(長寿化)

15

B6中耐H11H28

屋根外壁

改修

(長寿化)

18

6木造H10H28

屋根・外

壁修繕2

戸

屋根・外

壁修繕4

戸

#N/A

6

木造

2戸連

H10H28

屋根・外

壁修繕4

戸

屋根・外

壁修繕2

戸

#N/A

単身8準耐H11H28

屋根・外

壁修繕

#N/A

坂本住宅1～33木造H8H28

屋根・外

壁修繕

#N/A

川上住宅1～22木造H8H28

屋根・外

壁修繕

#N/A

注１）様式１は、Microsoft office Excel形式とする。

注２）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注３）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

そらむき住宅

六合住宅

修繕・改善事業の内容

LCC

縮減効果

(千円/棟・年）



　事業主体名：　揖斐川町

備考団地名

住棟

番号

戸数構造

建設

年度

　住宅の区分：

次期定期

点検時期


[image: image17.emf]【様式３】共同施設部分に係る事業予定一覧　＜共同施設部分＞

　住宅の区分：

公営住宅

特定公共

賃貸住宅

地優賃

（公共供給）

改良住宅

その他（　　　　　　　　　　）

H27H28H29H30H31H32H33H34H35H36

島住宅集会場H14

屋根/外壁

　改修

緑ヶ丘住宅集会場S60

屋根/外壁

　修繕

注１）様式３は、Microsoft office Excel形式とする。

注２）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

　事業主体名：揖斐川町

備考

修繕・改善事業の内容

団地名共同施設名建設年度

次期定期

点検時期


１０．長寿命化のための維持管理による効果

・従来の対症療法型の維持管理から、定期的な点検を実施して町営住宅等ストック状況を把握したうえで、適切な時期に予防保全的な修繕及び耐久性向上等を図る改善を実施ことで、町営住宅の長寿命化が図られコスト縮減につながります。

・定期点検により現状を把握しながら適切な修繕及び改善を実施することで、町営住宅の安全が確保されます。
・町内の町営住宅について建設年度、立地等を踏まえ、重要度に応じた維持管理を実施することで、限られた予算の中で効率的な維持管理を実施することができます。
　【資　料】　

ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の算出の考え方

（国土交通省　公営住宅等長寿命化計画策定指針に基づく）
【算出の考え方】
・長寿命化型改善工事を実施する場合、実施しない場合、それぞれの場合について建設時点から次回の建替までに要するコストを算出し、住棟単位で年当たりのコストを比較する。

・今回の算出においては、戸当たりのコストを基に当該住棟の住戸数分を積算して、住棟当たりのコストを算出する。

・実際の住棟に当てはまるコストを比較することが望ましいが、過去の累積修繕費を算出することは困難である。よって現時点で当該住棟を建設した場合を想定し、長寿命化型改善工事を実施する場合、実施しない場合を比較した簡略化したモデルを用いる。

【算出の手順】

＜計画前モデル＞　

①使用年数

　・過去の建替事例における構造別平均した数値　　　　　　　・・・・・50年とする

　②累積修繕費

　・修繕費＝建替工事費×修繕費乗率

　・上記の修繕費乗率は別紙（経過年数表）より、修繕項目・修繕費乗率・修繕周期に基づいて、建設時点から使用年数経過時点までの修繕費を累積した費用
　③建替工事費

　・過去の建替事例における戸当たりの建設費　（H18　北方奥郷住宅の建設費を基に算出）

　④計画前ＬＣＣ

　・計画前ＬＣＣ＝（③建替工事費＋②累積修繕費）÷①使用年数（単位：円／戸・年）

＜計画後モデル＞
　⑤使用年数
　・長寿命化型改善工事を行なうことによって想定される住棟の使用年数・・70年とする
　⑥累積修繕費

修繕費＝建替工事費×修繕費乗率

　・上記の修繕費乗率は別紙（経過年数表）より、修繕項目・修繕費乗率・修繕周期に基づいて、建設時点から使用年数経過時点までの修繕費を累積した費用

⑦長寿命化型改善工事費

　・長寿命化型改善工事を複数回行なう場合は合計費用

⑧建替工事費

・過去の建替事例における戸当たりの建設費　（H18　北方奥郷住宅の建設費を基に算出）　
　⑨計画後ＬＣＣ

　・計画後ＬＣＣ＝（⑧建替工事費＋⑦長寿命化型改善工事費＋⑥累積修繕費）

÷⑤使用年数（単位：円／戸・年）

＜ＬＣＣ改善効果＞

　⑩年平均改善額

　・上記④、⑨より、年平均改善額＝⑨計画前ＬＣＣ－④計画後ＬＣＣ

　⑪累積改善額

　・上記⑩年平均改善額について、将来コストを社会的割引率４％／年により現在価値化し、上記⑤使用年数期間の累積改善額を算出する。

　　　　　　※現在価値化・・・将来の価値を一定の割引率を使って現在時点まで割り戻した価値

・現在価値化のための算出式

　　　築後経過年数ａ年における年平均改善額ｂの現在価値＝ｂ×ｃ

　　　　ａ：筑後経過年数

　　　　ｂ：上記⑩年平均改善額

　　　　ｃ：現在価値化係数　ｃ＝１÷（１＋ｄ）ａ
　　　　ｄ：社会的割引率（0.04（４％））

　⑫年平均改善額（現在価値化）

　・上記⑤⑪より、年平均改善額（現在価値化）＝⑪累積改善額÷⑤使用年数

　　　　　　　　　（単位：円/戸・年）　　

　・以上より求めた戸当たり年平均改善額（現在価値化）を当該住棟の住戸数分を積算して、住棟当たりの年平均改善額を算出する。　　

年平均改善額がプラスであればＬＣＣ縮減効果があると判断できる。

＜設定条件＞

· 修繕費

[image: image18.emf]修繕項目小修繕EV保守量水器給水ポンプ給湯器外壁屋上防水排水ポンプ共聴アンテナ給水管流し台排水管洗浄

修繕費乗率0.278%0.177%0.232%0.046%1.296%4.882%2.472%0.074%0.037%2.778%1.296%0.093%

修繕周期1年1年8年10年13年15年15年15年15年20年20年20年

※上表の計画修繕項目は全て長寿命化型改善に該当しない（従前の仕様と比して性能が向上しない）と設定している。


■現在価値化係数：4％/年
【緑ヶ丘住宅(18戸)のライフサイクルコスト(LCC)算出】
　　[image: image19.emf]■住棟諸元

緑ヶ丘住宅　１８戸団地

1棟

長寿命化型改善項目費用

屋上防水（長寿化） 817,000円

給排水管取替（長寿化） 1,753,000円

電気配線改修（長寿化） 548,000円

屋上防水（計画期間外） 817,000円

外壁改修(計画期間外） 1,000,000円 4,935,000

■計画前モデル

項目費用等 備考

①使用年数 50年

②累積修繕費 9,995,364円現在価値化しない費用

③建替工事費 19,940,000円

④LCC（計画前） 598,707円/年

■計画後モデル

項目費用等 備考

⑤使用年数 70年

⑥累積修繕費 14,050,302円現在価値化しない費用

⑦長寿命化型改善工事費 4,935,000円長寿命化型改善工事費の合計

⑧建替工事費 19,940,000円

⑨LCC（計画後） 556,076円/年

■LCC改善効果

項目費用等 備考

⑩年平均改善額 42,632円/年・戸現在価値化しない費用

⑪

累積改善額

（70年・現在価値化）

997,344円/戸

⑩年平均改善額について、将来コストを

社会的割引率4%により現在価値化し、70

年の累積改善額を算出

⑫

年平均改善額

（現在価値化）

14,248円/年・戸

18戸/棟256千円/年・棟


【緑ヶ丘住宅(12戸)のライフサイクルコスト(LCC)算出】

　[image: image20.emf]■住棟諸元

緑ヶ丘住宅　１２戸 団地

1棟

長寿命化型改善項目 費用

屋上防水（長寿化） 806,000円

給排水管取替（長寿化） 1,753,000円

電気配線改修（長寿化） 548,000円

外壁改修（期間外） 1,159,000円

屋上防水（期間外） 806,000円 5,072,000

■計画前モデル

項目費用等 備考

①使用年数 50年

②累積修繕費 9,995,364円現在価値化しない費用

③建替工事費 19,940,000円

④LCC（計画前） 598,707円/年

■計画後モデル

項目費用等 備考

⑤使用年数 70年

⑥累積修繕費 14,050,302円現在価値化しない費用

⑦長寿命化型改善工事費 5,072,000円長寿命化型改善工事費の合計

⑧建替工事費 19,940,000円

⑨LCC（計画後） 558,033円/年

■LCC改善効果

項目費用等 備考

⑩年平均改善額 40,674円/年・戸現在価値化しない費用

⑪

累積改善額

（70年・現在価値化）

951,557円/戸

⑩年平均改善額について、将来コストを

社会的割引率4%により現在価値化し、70

年の累積改善額を算出

⑫

年平均改善額

（現在価値化）

13,594円/年・戸

12戸/棟163千円/年・棟


【島住宅のライフサイクルコスト(LCC)算出】
　[image: image21.emf]■住棟諸元

島　住宅団地

1棟

長寿命化型改善項目費用

屋上防水（長寿化） 1,051,000円

外壁改修（長寿化） 1,083,000円

給排水管取替（長寿化） 2,094,000円

電気配線改修（長寿化） 921,000円

防水・外壁改修（期間外） 2,134,000円 7,283,000

■計画前モデル

項目費用等 備考

①使用年数 50年

②累積修繕費 9,995,364円現在価値化しない費用

③建替工事費 19,940,000円

④LCC（計画前） 598,707円/年

■計画後モデル

項目費用等 備考

⑤使用年数 70年

⑥累積修繕費 14,050,302円現在価値化しない費用

⑦長寿命化型改善工事費 7,283,000円長寿命化型改善工事費の合計

⑧建替工事費 19,940,000円

⑨LCC（計画後） 589,619円/年

■LCC改善効果

項目費用等 備考

⑩年平均改善額 9,089円/年・戸現在価値化しない費用

⑪

累積改善額

（70年・現在価値化）

212,625円/戸

⑩年平均改善額について、将来コストを

社会的割引率4%により現在価値化し、70

年の累積改善額を算出

⑫

年平均改善額

（現在価値化）

3,038円/年・戸

24戸/棟73千円/年・棟


【六合住宅のライフサイクルコスト(LCC)算出】
　　
　　[image: image22.emf]■住棟諸元

六合住宅団地

1棟

長寿命化型改善項目費用

屋根改修（長寿化） 447,000円

外壁改修（長寿化） 2,056,000円

給排水管取替（期間外） 1,753,000円

電気配線改修（期間外） 548,000円

外壁・屋根改修（期間外） 2,503,000円 7,307,000

■計画前モデル

項目費用等 備考

①使用年数 50年

②累積修繕費 9,995,364円現在価値化しない費用

③建替工事費 19,940,000円

④LCC（計画前） 598,707円/年

■計画後モデル

項目費用等 備考

⑤使用年数 70年

⑥累積修繕費 14,050,302円現在価値化しない費用

⑦長寿命化型改善工事費 7,307,000円長寿命化型改善工事費の合計

⑧建替工事費 19,940,000円

⑨LCC（計画後） 589,961円/年

■LCC改善効果

項目費用等 備考

⑩年平均改善額 8,746円/年・戸現在価値化しない費用

⑪

累積改善額

（70年・現在価値化）

204,604円/戸

⑩年平均改善額について、将来コストを

社会的割引率4%により現在価値化し、70

年の累積改善額を算出

⑫

年平均改善額

（現在価値化）

2,923円/年・戸

6戸/棟18千円/年・棟


【末福住宅のライフサイクルコスト(LCC)算出】
　　
[image: image23.emf]■住棟諸元

末福住宅団地

1棟

長寿命化型改善項目費用

外壁改修 1,928,000円

給排水改修（期間外） 2,094,000円

電気改修（期間外） 921,000円

円

円 4,943,000

■計画前モデル

項目費用等 備考

①使用年数 30年

②累積修繕費 4,822,374円現在価値化しない費用

③建替工事費 16,142,000円

④LCC（計画前） 698,812円/年

■計画後モデル

項目費用等 備考

⑤使用年数 50年

⑥累積修繕費 60円現在価値化しない費用

⑦長寿命化型改善工事費 4,943,000円長寿命化型改善工事費の合計

⑧建替工事費 16,142,000円

⑨LCC（計画後） 421,701円/年

■LCC改善効果

項目費用等 備考

⑩年平均改善額 277,111円/年・戸現在価値化しない費用

⑪

累積改善額

（70年・現在価値化）

5,952,955円/戸

⑩年平均改善額について、将来コストを

社会的割引率4%により現在価値化し、70

年の累積改善額を算出

⑫

年平均改善額

（現在価値化）

119,059円/年・戸

1戸/棟119千円/年・棟



【グリーンハイツ長瀬・徳積のライフサイクルコスト(LCC)算出】
　　[image: image24.emf]■住棟諸元

グリーンハイツ長瀬・徳積

団地

1棟

長寿命化型改善項目費用

外壁改修 2,992,000円

給排水改修（期間外) 2,094,000円

電気改修（期間外） 921,000円

円

円 6,007,000

■計画前モデル

項目費用等 備考

①使用年数 30年

②累積修繕費 5,858,818円現在価値化しない費用

③建替工事費 19,660,000円

④LCC（計画前） 850,627円/年

■計画後モデル

項目費用等 備考

⑤使用年数 50年

⑥累積修繕費 9,492,733円現在価値化しない費用

⑦長寿命化型改善工事費 6,007,000円長寿命化型改善工事費の合計

⑧建替工事費 19,660,000円

⑨LCC（計画後） 703,195円/年

■LCC改善効果

項目費用等 備考

⑩年平均改善額 147,433円/年・戸現在価値化しない費用

⑪

累積改善額

（70年・現在価値化）

3,167,174円/戸

⑩年平均改善額について、将来コストを

社会的割引率4%により現在価値化し、70

年の累積改善額を算出

⑫

年平均改善額

（現在価値化）

63,343円/年・戸

1戸/棟63千円/年・棟


【そらむき(世帯)のライフサイクルコスト(LCC)算出】

　　　
[image: image25.emf]■住棟諸元

そらむき（世帯）団地

1棟

長寿命化型改善項目費用

外壁改修 2,555,000円

給排水改修（期間外） 2,094,000円

電気改修（期間外） 921,000円

円

円 5,570,000

■計画前モデル

項目費用等 備考

①使用年数 30年

②累積修繕費 6,019,741円現在価値化しない費用

③建替工事費 20,200,000円

④LCC（計画前） 873,991円/年

■計画後モデル

項目費用等 備考

⑤使用年数 50年

⑥累積修繕費 9,745,995円現在価値化しない費用

⑦長寿命化型改善工事費 5,570,000円長寿命化型改善工事費の合計

⑧建替工事費 20,200,000円

⑨LCC（計画後） 710,320円/年

■LCC改善効果

項目費用等 備考

⑩年平均改善額 163,671円/年・戸現在価値化しない費用

⑪

累積改善額

（70年・現在価値化）

3,516,021円/戸

⑩年平均改善額について、将来コストを

社会的割引率4%により現在価値化し、70

年の累積改善額を算出

⑫

年平均改善額

（現在価値化）

70,320円/年・戸

1戸/棟70千円/年・棟



【そらむき（単身）住宅のライフサイクルコスト(LCC)算出】
[image: image26.emf]■住棟諸元

そらむき住宅（単身） 団地

1棟

長寿命化型改善項目 費用

屋根改修 227,000円

外壁改修 763,000円

給排水改修（期間外） 1,396,000円

電気改修（期間外） 614,000円

屋根・外壁改修（期間外） 990,000円 3,990,000

■計画前モデル

項目費用等 備考

①使用年数 40年

②累積修繕費 4,248,745円現在価値化しない費用

③建替工事費 11,030,000円

④LCC（計画前） 381,969円/年

■計画後モデル

項目費用等 備考

⑤使用年数 60年

⑥累積修繕費 7,150,528円現在価値化しない費用

⑦長寿命化型改善工事費 3,990,000円長寿命化型改善工事費の合計

⑧建替工事費 11,030,000円

⑨LCC（計画後） 369,509円/年

■LCC改善効果

項目費用等 備考

⑩年平均改善額 12,460円/年・戸現在価値化しない費用

⑪

累積改善額

（70年・現在価値化）

281,885円/戸

⑩年平均改善額について、将来コストを

社会的割引率4%により現在価値化し、70

年の累積改善額を算出

⑫

年平均改善額

（現在価値化）

4,698円/年・戸

8戸/棟38千円/年・棟



【坂本住宅のライフサイクルコスト(LCC)算出】
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坂本住宅団地

1棟

長寿命化型改善項目費用

外壁改修 1,521,000円

給排水管改修（期間外） 2,094,000円

電気改修 921,000円

円

円 4,536,000

■計画前モデル

項目費用等 備考

①使用年数 30年

②累積修繕費 5,190,132円現在価値化しない費用

③建替工事費 17,373,000円

④LCC（計画前） 752,104円/年

■計画後モデル

項目費用等 備考

⑤使用年数 50年

⑥累積修繕費 8,401,322円現在価値化しない費用

⑦長寿命化型改善工事費 4,536,000円長寿命化型改善工事費の合計

⑧建替工事費 17,373,000円

⑨LCC（計画後） 606,206円/年

■LCC改善効果

項目費用等 備考

⑩年平均改善額 145,898円/年・戸現在価値化しない費用

⑪

累積改善額

（70年・現在価値化）

3,134,207円/戸

⑩年平均改善額について、将来コストを

社会的割引率4%により現在価値化し、70

年の累積改善額を算出

⑫

年平均改善額

（現在価値化）

62,684円/年・戸

1戸/棟63千円/年・棟


　　

【川上住宅のライフサイクルコスト(LCC)算出】
　[image: image28.emf]■住棟諸元

川上住宅団地

1棟

長寿命化型改善項目費用

外壁改修 2,408,000円

給排水管改修（期間外） 2,094,000円

電気改修（期間外） 921,000円

円

円 5,423,000

■計画前モデル

項目費用等 備考

①使用年数 30年

②累積修繕費 5,275,872円現在価値化しない費用

③建替工事費 17,660,000円

④LCC（計画前） 764,529円/年

■計画後モデル

項目費用等 備考

⑤使用年数 50年

⑥累積修繕費 8,540,111円現在価値化しない費用

⑦長寿命化型改善工事費 5,423,000円長寿命化型改善工事費の合計

⑧建替工事費 17,660,000円

⑨LCC（計画後） 632,462円/年

■LCC改善効果

項目費用等 備考

⑩年平均改善額 132,067円/年・戸現在価値化しない費用

⑪

累積改善額

（70年・現在価値化）

2,837,084円/戸

⑩年平均改善額について、将来コストを

社会的割引率4%により現在価値化し、70

年の累積改善額を算出

⑫

年平均改善額

（現在価値化）

56,742円/年・戸

1戸/棟57千円/年・棟



【用語説明】

か行
簡易耐火建築物

	・一般的には、壁・柱・床・梁・屋根などを不燃材料で造り、ほかからの延焼を防止するよう外壁を耐火性能を有するものにした建築物。


供給
	供給とは、必要に応じて、物を提供することであり、住宅供給とは住宅を提供すること。


公営住宅

	・公営住宅法に基づき地方公共団体が建設を行い、住宅の困窮する低所得者へ低廉な家賃で賃貸する住宅。町営住宅、県営住宅が該当します。


高度利用

	・良好な市街地環境の形成に配慮しながら、土地を効率的に利用することで、通常容積率や建築物の高さを定められた範囲で有効利用すること。


さ行
新耐震基準

	・昭和56年6月の建築基準法改正以降の耐震基準。


ストック
	ある時点において存在する物(の数)をいい、住宅ストックとは既存の住宅のこと。


　 セーフティネット
	・経済的な危機に陥っても、最低限の安全を保障してくれる社会的な制度。


た行
耐火構造
	・壁・柱・床・梁・屋根等の主要構造部分が一定の耐火性能を有した建築物をいう。

　一般的には、鉄筋コンクリート造の建物で、マンションなどがこれに当たります。


耐用年限
	・公営住宅法の規定により、構造別に定められた建築物の耐用年数。建替えや除却等の公営住宅の処分の対象となる基準年数です。


地域コミュニティ

	・日常生活のふれあいや共同の活動、共通の経験を通して生み出されるお互いの連携感や共同意識と信頼関係を築きながら、自分たちが住んでいる地域をみんなの力で自主的に住みよくしていく地域社会のこと。


特定公共賃貸住宅

	・主に中程度の所得階層のファミリー向けに供給される賃貸住宅で、地方自治体が建設したもの。


は行

　バリアフリー

	・日常生活や社会生活を営むうえでの障害(バリア)をなくすこと。ここでは、高齢者や障害者等の日常の生活行動のうえでの制約を出来る限り排除するため、身体機能の低下や障害者に配慮した設計・仕様のことで、住宅においては、床の段差の解消、手摺りの設置等があります。


や行
用途廃止

	・公共用の目的に使用されている行政財産が、行政目的に使用されなくなった場合に使用をやめること。町営住宅では、その機能を廃止することで、他の用途に供する場合や解体除却・廃棄処分する場合があります。


ら行
ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）

	・一定期間内に建築物が存在するために必要な総コスト(費用)。イニシャルコストとランニングコストを合計したもの。

　具体的には、建築物の設計費、工事監理費、建設費、空調光熱費、維持管理費、修繕・改修費、解体費、産業廃棄物処理費などが含まれます。　


	　　

　　　　　揖斐川町公営住宅等長寿命化計画

　　発行日　　平成26年3月

　　発　行　　揖斐川町

　　編　集　　揖斐川町産業建設部建設課

　　　　　　　　揖斐郡揖斐川町三輪133

　　　　　　　　TEL　0585－22－2111
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